
第１号の１様式（第８条関係）

年 月 日

狛江市長 宛て

住 所

氏 名

電話番号

狛江市木造住宅耐震改修助成金（改修）交付申請書

助成金の交付を受けたいので、狛江市木造住宅耐震改修助成金交付要綱第８条第１

項の規定により、下記のとおり申請します。

記

１．助成金交付申請額 円

２．申請住宅及び工事の概要

３．市税の納付状況及び住宅状況等の確認に関する同意について

住宅所有者 □申請者と同じ

障がい者等加算 □無 □有・申請者と同じ（現に居住） □有・居住者氏名（ ）

住宅所在地 狛江市 丁目 番地

住居表示
□申請者住所と同じ

狛江市 丁目 番 号

建築年月 年 月 □旧耐震基準 ・ □新耐震基準

工事金額

（見積金額）

工事総額 円

（内訳：耐震改修工事 円 住宅改修工事 円）

耐震診断の

結果

診断機関 工事前評点

実施年月 年 月 工事後評点（予定）

建築確認
建築確認の手続が □必要な耐震改修工事 ・ □不要な耐震改修工事

（建築士氏名） （建築士番号）

工事監理者
（氏名） □上記、建築確認欄の建築士と同じ

（住所） （電話番号）

工事施工業者
（名称）

（住所） （電話番号）

工事期間（予定） 年 月 日～ 年 月 日

市税の納付状況の確認に当たり、税務担当課所有の税務資料等を使用すること

に同意します。

住宅の所有者等情報の確認に当たり、固定資産税担当課所有の土地及び家屋に

関する名寄帳等を使用することに同意します。

申請者・所有者署名

（裏面あり）



４．耐震改修工事の実施に当たり、他の補助金等の補助を受けていますか。いずれか

にチェックしてください。

□ 他の補助金等の補助を受けていません。

□ 他の補助金等の補助を受けています。（補助金等の名称： ）

５．添付書類

（１）助成対象住宅であることが確認できる書類（狛江市木造住宅耐震診断助成制度

（以下「診断助成」という。）を利用した場合は不要）

（２）耐震診断結果報告書の写し（診断助成を利用した場合は不要）

（３）診断機関が要綱第３条第８号に規定する者であることを証する書面の写し（診

断助成を利用した場合は不要）

（４）工事監理者が、狛江市木造住宅耐震改修助成金交付要綱第３条第９号に規定す

るものであることを証する書面の写し（診断助成を利用した際の診断機関以外が

工事監理者である場合に限る。）

（５）耐震改修工事の内容及び工事全体の概要が確認できる設計図書

（６）耐震改修工事等に関する同意書（第１号の３様式）（住宅を単独所有している者

が申請する場合を除く。）

（７）耐震改修工事及び住宅改修工事に係る費用の見積書並びに耐震改修工事部分及

び住宅改修工事部分ごとに分けて作成された内訳書

（８）助成対象住宅の売買契約締結書の写し（狛江市木造住宅耐震改修助成金交付要

綱第５条第１号オ又はカに該当する者が申請する場合に限る。）

（９）障がい者等が現に居住していることが確認できる書類（障がい者等加算を利用

しない場合は不要）

（10）その他市長が必要と認める書類

受付チェック欄（市担当者が記入）

チェック欄 確認項目

□構 造 木造住宅又は木造集合住宅である。新耐震基準の住宅については、在

来軸組構法の平屋又は２階建てである。

□種 類 延べ面積の過半を住居の用に供している。

□建築時期 昭和 56 年５月 31 日以前又は平成 12 年５月 31日以前（新耐震基準の

場合）の建築基準法施行令に基づき建てられている。

□添付書類 必要書類が揃っている。

本申請が、狛江市木造住宅耐震改修助成金交付要綱第５条第２号に規定する要件を

具備しているかについて、次のとおり確認した。

・申請者及び所有者に関し、

□納期を経過した市税が完納されている。

□納期を経過した市税が完納されていない。

□市税が賦課されていない。

年 月 日

部 課

担当者 担当者


